
■日本全体の人口推計

資料：総務省統計局

■茅野市の人口推計（社人研推計ベース）

出所：茅野市地域創生総合戦略

■茅野市の人口動態の推移 ■合計特殊出生率の推移

資料：毎月人口異動調査 出所：厚生労働省、茅野市独自推計

１　人口減少・少子高齢化　（１）人口等の推移　

課
題

・人口減少や人口構成、世帯数等の変化への対応
・生産年齢人口の低下に伴う地域や産業の担い手が減少し、地域活力が低下

対
応
の
方
向

（
案

）

・生産年齢人口減少を緩和するための、産業振興やターゲットを絞った移住・定住・シティプロモーション
の促進といった施策の推進【政策横断P①】
・女性や高齢者も含め、より多くの人が多様な能力を発揮し、活躍できる地域づくり を目指すための、長
 期的な仕組みづくり【基本指針①～④】

現
状

○全国的に、今後生産年齢人口の減少と老年人口割合の増加が顕著である。
○茅野市においても、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計方法・仮定条件をベースに推計
すると、平成52年には約4万７千人にまで減少し、昭和60年とほぼ同水準。ただし、人口ピラミッドの形は
大きく異なる。年少人口、生産年齢人口の減少及び老年人口割合の増加が続く見通し。
○人口動態の推移をみると、社会増減は近年拮抗しているが、自然増減は、出生が死亡を下回る傾向
が強まっている。
○合計特殊出生率の推移をみると、H17以降上向きに転じているが、国の目標水準である1.8や人口維
持水準2.08を下回っている。
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（注１）H12(2000)、H17(2015)の年齢3区分別人口及び高齢化率は、年齢不詳人口を除いた値

（注２）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）」の推計方法・仮定条件をベースに茅野市で推計したものであり、社人研の公表

値とは異なる

（注３） 年少人口 ： 0歳～14歳

生産年齢人口 ： 15歳～64歳

老年人口 ： 65歳以上
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方法・仮定条件をベースに茅野市にて推計

1,358 
1,434  
1,459 
1,405 
1,292  

1,493 
1,960 

2,274 
2,050 

1,665 
1,635 

1,789 
2,277 

1,872 
1,541 

1,129 
816 

451 
168  

1,242 
1,432 
1,322 

1,147 
1,139  
1,388 

1,840  
2,112 

1,791 
1,601 
1,622 
1,840  

2,248 
2,003 

1,562 
1,376 
1,295 

810 
553 

300 800 1,300 1,800 2,300

3008001,3001,8002,300

0‐4

5‐9

10‐14

15‐19

20‐24

25‐29

30‐34

35‐39

40‐44

45‐49

50‐54

55‐59

60‐64

65‐69

70‐74

75‐79

80‐84

85‐89

90‐

（人）

（人）

（歳）

男性 女性

年
少
人
口

老
年
人
口

生
産
年
齢
人
口

（資料）総務省統計局「平成22年国勢調査」 ※不詳人口をあん分して含めたもの

昭和55年（1980年） 平成22年（2010年） 平成72年（2060年）

1,793 
1,978 

1,674 

1,172 
952 

1,493 
1,995 

1,748 
1,608 
1,392 
1,359 

1,141 
818 
762 

650 
459 
256 
80 

12 

1,688 
1,902  

1,600 

1,194 
1,140 

1,554 
1,983 

1,826 
1,495 
1,366 
1,519 

1,209 
1,080 
1,004 

852 
639 

350 
153 

46 

300 800 1,300 1,800 2,300

3008001,3001,8002,300

0‐4

5‐9

10‐14

15‐19

20‐24

25‐29

30‐34

35‐39

40‐44

45‐49

50‐54

55‐59

60‐64

65‐69

70‐74

75‐79

80‐84

85‐89

90‐

（人）

（人）

（歳）

男性 女性

年
少
人
口

老
年
人
口

生
産
年
齢
人
口

（資料）総務省統計局「昭和55年国勢調査」
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■茅野市の世帯数及び一世帯当人員の推移

資料：国勢調査、毎月人口異動調査

■茅野市の世帯数の推移

出所：茅野市HP

１　人口減少・少子高齢化　（２）世帯数の推移

課
題

・核家族化の進展による、育児、介護の孤立化
・高齢独居者数の増加による生活孤立化

対
応
の
方
向

（
案

）

・子育ての孤立化を防ぐためのサポート体制の仕組みづくり【基本指針①、子育て・教育】
・介護も含めた高齢者単独世帯（単身者）の生活の孤立化を防ぐためのサポート体制の仕組みづくり【基
本指針①、保健・医療・福祉】

現
状

○昭和20年代半ばから一世帯当人員が減少しており、近年は約2.5人で推移している。
○高齢者（65歳以上）単身者数の伸びが大きい。
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■社会保障給付費等の推移 ■医療費の推移予測

出所：厚生労働省「社会保障制度改革の全体像」 出所：茅野市地域創生総合戦略

■茅野市の市税等の推移 ■茅野市の個人市民税収入額等の推移の予測

資料：企画戦略課作成

出所：茅野市地域創生総合戦略

１　人口減少・少子高齢化　（３）社会保障関係費及び市税等の推移

課
題

・団塊世代の高齢化に伴う社会保障のための支出が増加
・社会保障費等の増加に伴う市財政の硬直化

対
応
の
方
向

（
案

）

・効率的、効果的、計画的な行政サービスの提供【行政経営】
・市民と行政の役割分担の見直し【基本指針④、行政経営】
・財政規律の堅持【行政経営】
・収納率の向上や産業振興などによる税財源の確保【産業経済、行政経営】

現
状

○老年人口の増加に伴い、年金、医療、福祉等社会保障給付費の増加している。今後も、団塊の世代
が75歳を迎えるため、医療費の伸びが見込まれる。
○市税について平成24年度以降85億円を下回る状況であり、中長期的には生産年齢人口の減少や固
定資産需要の低下等により、減少傾向が見込まれる。
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75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

H1
0

H1
1

H1
2

H1
3

H1
4

H1
5

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

億円

- 3 -



■茅野市における公共施設延べ床面積の推移

出所：茅野市公共施設等総合管理計画

■都市構造の比較

資料：国の評価基準（国土交通省　都市構造の評価に関するハンドブック）による同規模の自治体（諏訪市、岡谷市、伊那市）と比較

１　人口減少・少子高齢化　（４）公共施設・インフラ施設

課
題

・市民生活の基盤であるインフラの管理と老朽インフラ増加の懸念
・公共施設等における現状と人口年齢構成の変化による利用需要とのミスマッチの解消
・空き家、空き店舗、遊休農地等の増加も含めた土地利用等の変化

対
応
の
方
向

（
案

）

・利用需要に合わせた公共施設の配置【行政経営】
・長寿命化や民間活力の導入等によるライフサイクルコストの低減【行政経営】
・福祉や交通なども含め、人口規模・年齢構成にあった持続可能な都市を目指した都市機能や居住地域
の設定など、計画的な土地利用【都市基盤】

現
状

○全国的にも高度経済成長期に整備したインフラ等が老朽化し、国はインフラ等の長寿命化対応を推進
しており、茅野市においても、今後公共施設等の急速な老朽化や、人口減少や人口構成の変化による
利用需要の変化が見込まれる。
○市の面積が広いことから、同規模自治体との比較では、生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率や
利用圏平均人口密度（医療、福祉、商業）、公共交通沿線地域の人口密度などの生活利便性の指標数
値が低い

<再掲＞空き家率

平均住宅宅地価格（市街化区域等）

④
地
域
経
済

従業者一人当たり第三次産業売上高

空き家率

寄り緊急避難場所までの平均距離

都市全域の小売商業床面

積あたりの売上高

市民一万人あたりの交通事故死亡者数

防災上危険性が懸念される地域に居住する人口の割合（浸水想定区域）

防災上危険性が懸念される地域に居住する人口の割合（土砂災害警戒区域）

市民一人当たりの歳出額

財政力指数（H26）

＜再掲＞公共交通沿線地域の人口密度

市民一人当たり税収額（個人市民税・固定資産税）

＜再掲＞従業者一人当たり第三次産業売上高

＜再掲＞平均住宅宅地価格（市街化区域等）

＜再掲＞市民一人当たりの自動車総走行台キロ
日常生活サービスの徒歩圏充足率

S45DID区域における人口密度

生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（医療）

生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（福祉）

生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（商業）

基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率

公共交通利便性の高いエリアに存する住宅の割

生活サービス施設の利用圏平均人口密度（医療）

生活サービス施設の利用圏平均人口密度（福祉）

生活サービス施設の利用圏平均人口密度（商業）

市民一人当たりの自動車総走行台キロ

公共交通沿線地域の人口密度

＜再掲＞市民一人当たりの自動車総走行台キロ

高齢者徒歩圏に医療機関がない住宅の割合

高齢者福祉施設の１㎞圏域高齢人口カバー率

保育所の徒歩圏0～5歳人口カバー率

＜再掲＞日常生活サービスの徒歩圏充足率

歩道整備率公園緑地の徒歩圏人口カバー率

高齢者徒歩圏に公園がない住宅の割合

⑤行政経営 ⑥エネルギー／低炭素 ①生活利便性

②健康・福祉③安全・安心

【茅野市の強み】

空家率が低く、用

途地域内の宅地

価格が高いこと

から、住宅資産

価値が高い

【茅野市の強み】

他都市と比べて、土砂災害等

の危険性の懸念が低い地域に

市街地が形成されている

【茅野市の弱み】

「① 生活利便性」

「② 健康・福祉」の

偏差値が全て50ラ

イン（平均値）を下

回っている

⇒施設立地と人口

分布の不整合

【茅野市の弱み】

公共交通の利便性が低く、

自動車に依存する都市

構造となっており、交通

事故死亡者数も他都市と

比べて多くなっている

※偏差値が低い方が評価が高い項目（空家

率等）は、「100－偏差値」で変換している

黄線・・・岡谷市、緑線・・・諏訪市、青線・・・伊那市、

赤線・・・茅野市、黒線・・・偏差値50ライン
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■実施経済成長率の推移（ベースラインケース） ■県内及び市内総生産増減率の推移

資料：H29.1.25経済財政諮問会議提出「中長期の経済財政に関する試算」 資料：長野県の県民経済計算、企画戦略課資料

■茅野市の工業規模の推移 ■茅野市の観光客数と消費額の推移

資料：工業統計 資料：観光地利用者統計

■茅野市の商業規模の推移 ■耕地面積1haあたりの農業産出額（H26）

農

資料：商業統計調査 資料：農林水産省農業産出額（推計）、農林水産省市町村別耕地面積

２　変化する社会・経済への対応　（１）経済・産業の動向

課
題

・生産年齢人口の減少に伴う労働力の低下と企業等の収益力の低下
・企業経営者や農業経営者など産業の担い手の高齢化

対
応
の
方
向

（
案

）

・企業誘致など市外からの利益獲得や労働生産性の向上などによる地域経済循環の拡大【産業経済】
・新たな雇用の創出に向けた、市内の各産業が必要とする人材の確保【産業経済】
・観光や縄文などの地域資源を活かした産業連携【基本指針②、政策横断P③、産業経済】
・諏訪東京理科大学の公立化に伴うより緊密な産学連携の推進【基本指針②、産業経済】

現
状

○今後の国全体の実質経済成長率は低く推移することが見込まれている。県内総生産も低く推移をして
おり、経済の停滞がうかがえる。
○茅野市における各産業においては、平成20年リーマンショック以降徐々に持ち直してきているものの、
リーマンショック以前の水準までは回復していない。
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■「心の豊かさか、物の豊かさか」のどちらに重きをおくか

（出所）内閣府世論調査

■共働き等世帯数の推移

（出所）内閣府男女共同参画局「H28年版男女共同参画白書」

２　変化する社会・経済への対応　（２）価値観・ライフスタイルの多様化

課
題

・個々のライフスタイルの多様性の尊重
・心の豊かさの向上のための取組
・共働き等世帯の増加に伴う家庭内での男女の役割分担の見直し

対
応
の
方
向

（
案

）

・仕事と家庭の両立のためのワークライフバランスの実現【基本指針①、②】
・誰もが等しく活躍の機会が与えられる地域づくり【基本指針④】
・地域への誇りや愛情を育み、お互いを認め合える人づくり【基本指針③、政策横断P③、子育て・教育】

現
状

○正規・終身雇用ではない働き方の拡大、共働き世帯の増加、インターネットやスマートフォンの普及に
よる情報の多元化などにより、暮らし方が変化している。
○価値観やライフスタイルが多様化し、物の豊かさよりも心の豊かさを重視する考え方が定着している。
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■平均寿命

（出所）厚生労働省HP、長野県HP

■健康寿命の推移（長野県）
（男性） （女性）

（出所）長野県HP

■健康寿命（H22）における県内19市の比較

（出所）厚生労働省HP、長野県HP

対
応
の
方
向

（
案

）

・高齢者が経験や知識を活かせる体制づくり【基本指針④、保健・医療・福祉、産業経済】
・医療・介護人材の確保を含めた地域の包括的なケアの体制づくり【基本指針①、保健・医療・福祉】
・子どもの頃からの運動習慣づくりや疾病予防、介護予防などによる健康づくり【保健・医療・福祉、子育
て・教育】

２　変化する社会・経済への対応　（３）平均寿命・健康寿命

課
題

・労働も含めた高齢者の社会参加の機会の確保
・介護と就労の両立

現
状

○平均寿命及び健康寿命は延伸し、特に平均寿命は男女ともに長野県が全国１位。
○健康寿命について、茅野市は県内19市中、男性は7番目、女性は6番目に長い。
○市民アンケートにおいても「保健・医療の体制が整ったいつまでも健康に暮らせるまち」への関心が高
い（34.6％）
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■第４次産業革命による産業構造・就業構造の変革

出所：経済産業省「AI（人工知能）・ビッグデータによる産業構造・就業構造の変革」

３　技術革新

課
題

・急速な技術革新への対応力により、個人の生活や企業の収益力の格差が拡大
・人工知能（AI）やロボットの導入により、雇用が減少する恐れ
・働き方や雇用のあり方の変化への対応

対
応
の
方
向

（
案

）

・技術革新による産業のイノベーション創出や生産性向上、高度専門人材の育成・誘致・活躍への支援
【基本指針②、産業経済】
・人工知能（AI)では代替できない、知性や感性を養う教育【基本指針③、政策横断P③、子育て・教育】
・ICT等情報技術の積極的な活用【基本指針③、政策横断P④、子育て・教育】

現
状

○IoT（モノのインターネット）、AI（人工知能）、ビッグデータといったICT（情報通信技術）やロボット産業、
バイオテクノロジーなどの分野で技術革新が急速に進展する見通しであり、社会・経済などの様々な分
野での活用が期待されている。
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■茅野市における外国人住民数の推移 ■外国人旅行者（観光客）数の推移

資料：市民課 出所：観光庁「宿泊旅行統計調査」、茅野市観光課

　　

■事業所等の海外進出

出所：長野県関係製造業企業の海外進出状況調査結果

４　ネットワークの広がり　（１）グローバル化

課
題

・増加する外国人旅行者への対応
・アジアをはじめとする新興国と接する機会の増加
・国際競争の激化による、日本製造業の優位性の喪失

対
応
の
方
向

（
案

）

・観光で訪日する外国人受入環境整備などによる産業づくり【基本指針②、産業経済】
・グローバル化に対応できる人材の育成【基本指針③、政策横断P④、子育て・教育】

現
状

○リーマンショック以降、市内の外国人住民は減少傾向にある。
○インバウンドの強化や2020（平成32）年の東京オリンピック・パラリンピック開催に向け、更に外国人旅
行者数の増加が見込まれ、茅野市においても、訪れる外国人延べ宿泊者数は年々増加傾向にある。
○県内の事業所の海外進出は、引き続き高い水準が見込まれる。

600

700

800

900

1000

1100

1200

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
0

20

40

60

80

100

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

長野県（万人） 茅野市（千人）
（人）

- 9 -



４　ネットワークの広がり　（２）広域的行政連携

課
題

・多様化、グローバル化する諸課題への対応について、市町村の境を超えて解決する必要性の高まり

対
応
の
方
向

（
案

）

・同じ課題や資源を共有する市町村同士が、お互いの特長や強みを活かして施策等を進める広域連携
の更なる推進【行政経営】

現
状

○少子高齢化、環境問題、情報化、消防防災などについては、広域的な行政連携の必要性がますます
高まる見通し
○市民の通勤、通学、買い物などの行動範囲は広くなっている。

まちづくりの諸課題

市町村等連携の重要

人口減少・

少子高齢

化
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県や諏訪６市町村の連携 その他自治体等との連携
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■茅野市の入区率の推移 ■茅野市消防団実員数等の推移

資料：パートナーシップのまちづくり推進課 資料：長野県消防統計、茅野市消防課

■社会への貢献意識の推移 ■茅野市ゆいわーく登録団体数の推移

資料：内閣府世論調査 資料：市民活動センター

４　ネットワークの広がり　（３）コミュニティ・市民活動等の協働促進

課
題

・アパート世帯など未入区者の増加や人口減少・ライフスタイルの多様化等により、共助力が弱体化
・消防団など、ボランティア活動等によって地域を支える担い手（若者等多様な人材）が不足
・ソーシャルビジネス等若者の市民活動への参画を促すための土壌が希薄
・ボランティア活動や市民活動の担い手の高齢化

対

応

の

方

向

（
案

）

・異業種・異分野・異年齢のあらゆる市民活動による協働のまちづくりに向けた仕組みづくり【基本指針
④】
・防災・減災や子育て・高齢者支援などの地域づくりに向けた地域コミュニティの活性化【基本指針①】

現
状

○入区率は、一戸建世帯は高い水準を維持しているものの、アパートに住む世帯の増加などにより、全
体として低下傾向にある。
○消防団員の定員確保に苦慮している区・自治会の増加している。
○全国的には、近年社会貢献への意識と個人生活重視の割合が接近してきており、コミュニティ意識の
低下がうかがえる。
○あらゆる分野の市民活動を対象とした市民活動センターの利用者及び新規登録団体数は、増加傾向
にある。今後は、活動者間のネットワーク形成等が期待される。
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■国における地球温暖化対策への取組 ■年平均気温偏差の推移

出所：環境省 出所：気象庁

■茅野市主なごみ収集量 ■県内19市における一人当たりゴミの排出量

資料：環境省一般廃棄物処理実態調査結果

資料：環境省一般廃棄物処理実態調査結果

241

対
応
の
方
向

（
案

）

・環境負荷の少ない産業構造への転換や社会資本の整備【市民生活・環境、都市基盤】
・産業の振興や再生可能エネルギーの推進と、自然環境保全や景観との調和【市民生活・環境、産業経
済・都市基盤】

課
題

・気候変動による自然生態系や産業、健康など幅広い分野における影響への適応
・限りある資源を有効活用するための循環型社会への対応
・自然環境の保全と再生可能エネルギー活用との両立
・産業の振興と自然の保全・景観との両立

5 大町市 878 637

3 諏訪市 969 655 314
4 長野市 943 648 295

1 松本市 1,069 601 468
2 茅野市 993 636 357

５　環境意識の高まり

現
状

○2016年11月に、温室効果ガスの排出量を今世紀後半に実質ゼロに抑えることを目標とした「パリ協
定」が発効し、脱炭素社会に向けた取組が世界規模で加速している。
○国が地球温暖化対策計画を策定し、地球温暖化温暖化対策の目指す方向を示した。
○茅野市における可燃ごみ・資源物の収集量は近年減少傾向にあるが、観光地を抱えていることによ
り、一人当たりゴミ排出量は、県内では高い水準となっている。

順位 自治体名
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■災害発生リスクの高まり（集中豪雨発生リスク）

出所：気象庁ホームページ

■災害発生リスクの高まり（地震発生リスク）

（出所）茅野市防災ガイドブック

出所：地震調査研究推進本部

６　防災意識の高まり

課
題

・平常時からの災害リスクへの対応

対
応
の
方
向

（
案

）

・インフラ、建築物、一般住宅などの耐震化など、平常時からの災害リスク軽減に向けたインフラ等の維
持管理や整備【政策横断P②、都市基盤】
・大規模災害時に備えた行政・企業などの連携体制の更なる構築【政策横断P②】
・自主防災組織活動の充実など地域における「自助」「共助」の意識の向上と仕組みづくり【基本指針①、
政策横断P②】

現
状

○全国的にゲリラ豪雨や大地震の発生など、災害リスクが高まっている。
○市内でも、平成24年に豪雨災害、平成26年に豪雪災害が発生している。
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